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【総務企画局　機構一覧】 資料　１

（平成30年4月1日現在）

総務企画局長 秘書部長 秘書課長 木村　寿宏 ２１１０１

担当部長（政策調整担当） 担当課長（政策調整担当） 沖本　里恵 ２２４０３
担当課長（政策調整担当） 土浜　義貴 ２２４０７

シティプロモーション推進室長 担当課長（ブランド戦略担当）石渡　一城 ２３４０１
　三瓶　清美　　２３４００ 担当課長（広報担当） 小松崎 紀仁 ２３４０２

担当課長（報道担当） 阿部　昭治 ２２４０４
危機管理監
　高橋　実　２２５００ 都市政策部長 担当課長（広域行政・地方分権担当）長沼　芳之 ２３１２２

三田村　有也　　２３１００ 企画調整課長 宮崎　　伸哉 ２３２０１
担当課長〔企画調整〕 中岡　祐一 ２３２１２
担当課長〔企画調整〕 蛭川　泰行 ２３２１３
担当課長〔政策評価〕 今村　健二 ２３６０３
担当課長〔市民との対話〕 村田　俊一 ２２４０１

総務部長 庶務課長 安藤　裕明 ２１３０１
担当課長（調査担当） 五十嵐 美保子 ２１３２１
担当課長（国際担当） 小出　博美 ２１３０２
法制課長 柳下　裕次 ２１４０１
担当課長（訟務担当） 小澤　毅夫 ２１４０２
担当課長（審理員担当） 神保　　聡 ２１４０３
担当課長（審理員担当） 松本　　聡 ２１４０４
庁舎管理課長 佐野　俊弥 ２１５０１
担当課長〔車両管理〕 馬場　良幸 ５６５０２

担当理事 本庁舎等整備推進室長 担当課長〔整備推進〕 竹山　　一久 ２１５０６
本庁舎等整備推進室長事務取扱 担当課長〔建築技術調整〕 畑　　　透 ２１５０３
　和田　忠也　　２１５００ 竹下　和洋 ２１５０４

丹波　文雄 ２１５０５

情報管理部長 行政情報課長
藤田　啓二 ２１７０２

担当部長・行政情報課長事務取扱 統計情報課長 星野　宏幹 ２１６０１
　春日　　久　　２１７０１ ＩＣＴ推進課長 荒木　孝之 ２１８０１

三上　佳哉 ２１８３１
システム管理課長 新井　信宏 ２１９０１

大貫　　久 ２１９０２
小澤　慎一 733-3933

人事部長 人事課長 井上　　純 ２２１０１
石井　宏之　　２２１００ 担当課長〔服務〕 小佐々 由美 ２２１０２

担当課長〔評価・人事制度〕 永井　知子 ２２１０３
労務課長 峰岸　哲也 ２２２０１
担当課長〔総務事務センター開設準備〕 平　　勇治 ２２２５１
職員厚生課長 森　　賢一 ２２３０１
担当課長〔健康管理〕 富澤 美奈子 ２２３０２

佐藤　紀子 ５６３１１

行政改革マネジメント推進室長 岡田　昌弘 ２２８０１
　藤井　智弘　　２２８００ 榎本　英彦 ２２８０３

担当課長〔民間活用〕 織裳　浩一 ２２８０５
担当部長[働き方改革］ 北川　友明 ２２８０２
　柴田　一雄　　２２８０４ 土谷　　豊 ５６２１０

担当課長（内部監察担当） 羽田野真男 ２２１６２
　北野　浩祥　　２２１６１

危機管理室長 大村　　誠 ２２５０６

伊藤　健一 ２２５０４
　飯塚　　豊　　２２５０２ 高木　克之 ２２５０５

担当課長〔地域連携〕 小野寺将崇 ２２５０９
佐藤　正典 ２２５０３

担当課長〔九都県市合同防災訓練〕並木　　麻 ２２５０８

東京事務所長 副所長
　田村　　豊　03-3591-0917

担当部長・副所長事務取扱

　西野　幸一　　03-3591-0917

　唐仁原　晃　　２１０００ 　中川　耕二　　２１１００

　関　敏秀　　２１３００

担当課長〔電気設備技術調整〕

担当課長〔データ活用推進〕

担当課長〔運用強化〕

担当課長〔システム開発支援〕

担当課長（情報公開担当）

担当課長〔機械設備技術調整〕

担当課長〔災害システム〕

担当課長〔行政改革〕

　久万　竜司　　２１７００

　永山　実幸　　２２５０１
担当部長〔危機対策〕 担当課長〔初動対策〕

公文書館長

共済課長

担当課長〔企画調整〕

担当課長〔働き方・仕事の進め方改革〕

担当部長（内部監察担当）

担当課長〔人材育成・人材開発〕

担当課長〔組織・定数〕
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資料２ 

1 

総務企画局機構及び事業概要 

平成３０年４月１日現在 

○秘書部 

秘書部 事    業 現    況 

秘書課 １ 市長及び副市長の秘書 

２ 儀式及び交際 

３ 渉外に係る連絡調整 

４ 褒章及び表彰（職員の表彰を除く。） 

政策調整担

当 

１ 政策課題に係わる連絡調整  

○シティプロモーション推進室 

シティプロモーション推進室  事    業 現    況 

ブランド戦

略担当 

１ シティプロモーションに関わる企画及び調整 

２ 都市イメージ向上に係る情報発信 

広報担当 １ 広報紙の発行 

２ 市広報番組（テレビ・ラジオ）の制作・放送 

３ インターネット広報 

４ 広報出版物の発行 

５ 情報プラザの運営 

報道担当 １ 報道機関との連絡調整  
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2

○都市政策部 

都市政策部 事    業 現    況 

広域行政・

地方分権担

当 

１ 広域行政 

２ 国の中長期計画 

３ 市長会 

４ 指定都市市長会事務局との連絡調整 

５ 地方分権 

６ 国家戦略特区の推進に係る総合調整（他の所管に属

するものを除く。） 

九都県市首脳会議の運営調整 

県・横浜・川崎・相模原四首長懇

談会の運営調整 

国の中長期計画の策定調整 

指定都市市長会事務局との連絡調

整 

地方分権改革推進の検討 

企画調整課 １ 基本構想及び総合計画 

２ 政策・調整会議 

３ 重要な施策の企画及び総合調整 

４ 政策、施策及び事業の進行管理及び評価 

５ 富士見周辺地区整備の調整 

６ 重要な政策課題に係る調査研究 

７ 市民等の意見、要望等の聴取及び調整 

８ 市長への手紙等 

９ コンタクトセンター 

10 政策評価審査委員会 

11 公共事業評価審査委員会 

12 教育委員会との連絡調整 

13 その他連絡調整

総合計画第１期実施計画の評価 

総合計画第２期実施計画の推進 

政策評価審査委員会の審議を踏ま

えた評価制度の構築 

国庫補助事業等に係る公共事業の

評価の実施 

地方創生総合戦略の推進 

市長への手紙、区民車座集会等で

の市民意見の把握及び市政への適

切な反映 

○総務部 

総務部 事    業 現    況 

庶務課 １ 局の人事、予算及び決算 

２ 局内の連絡調整及び事務改善 

３ 市議会に提出する議案及び議会との連絡調整 

４ 選挙管理委員会との連絡調整 

５ 行政区画 

６ 国際化の推進及び国際化に係る情報の収集 

７ 海外姉妹都市・友好都市との交流 

８ 局指定管理者選定評価委員会 

９ 行政不服審査会 

10 局内他の課の主管に属しないこと 

11 他の局の所管に属しないこと 
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総務部 事    業 現    況 

法制課 １ 公告式 

２ 公報及び例規集 

３ 条例、規則、訓令等の立案審査及び重要な契約文書

の審査 

４ 法規の解釈及び意見 

５ 争訟等の総括 

６ 地方自治法制の調査研究 

７ 行政不服審査法に基づく審理手続 

平成２９年条例、規則等の立案及

び審査件数 

条例●●件、規則●●件、 

訓令●件    合計●●●件 

平成３０年４月１日現在の訴訟係

属件数 

民事事件●件、行政事件●件 

合計●●件 

庁舎管理課 １ 庁舎及び設備の維持管理 

２ 庁舎内の保安及び警備 

３ 庁内の案内 

４ 庁用自動車の維持管理の総括 

５ 共用自動車の配車 

６ 庁用自動車及び船舶の検査（環境局生活環境部及び

施設部所属車両の修理に係る検査を除く。） 

７ 庁用自動車の事故処理 

本庁舎、第２庁舎、第３庁舎、第

４庁舎及び賃借ビル(８箇所) 

管理車両台数 

５０台(乗用自動車１３台、ライト

バン２０台、トラック１台、軽自

動車１６台) 

環境局管理依頼車両台数 

燃料電池車（ＭＩＲＡＩ１台） 

○本庁舎等整備推進室 

本 庁 舎 等 整 備 推 進 室 事    業 現    況 

本庁舎等整

備推進室 

１ 本庁舎及び第２庁舎の建替の推進  

○情報管理部 

情報管理部 事    業 現    況 

行政情報課 １ 公印管理事務の総括 

２ 文書事務の総括及び調査研究 

３ 文書等の収受並びに公文書の発送及び保存 

４ 庁内印刷 

５ 情報公開制度の総括 

６ 情報公開・個人情報保護審査会及び情報公開運営審

議会 

７ 個人情報保護委員 

８ 資産公開等審査会 

９ 公文書館との連絡調整 

10  部内他の課の主管に属しないこと 

統計情報課 １ 統計調査の実施及び総括 

２ 統計の解析 

３ 統計情報の提供 

４ 統計の普及啓発（企画） 
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情報管理部 事    業 現    況 

ICT推進課 １ 情報化推進に係る調査研究及び総合企画 

２ 情報化施策に係る調整及び評価 

３ 情報技術を活用した事務改善に係る指導及び調整 

４ 情報化施策に係る予算の調整 

５ 情報化施策に係る推進組織の運営 

６ 情報システムのセキュリティ対策に係る指導及び調

整 

システム 

管理課 

１ 主管に属する情報システムに係る調整、管理及び運 

 用 

２ 情報システム開発の支援 

３ 庁内情報環境の整備、管理及び運用 

運用しているシステム 

１ 区役所事務サービスシステム 

２ 国民年金システム 

３ 市県民税システム 

４ 固定資産税システム 

５ その他市税システム 

６ 地図情報システム 

７ 文書管理システム 

８ 総合財務会計システム 

９ 旅費管理システム 

10 福祉総合情報システム 

11 電子申請システム 

12 システム連携基盤 

13 その他各局の個別業務 

公文書館 １ 館の維持管理 

２ 公文書の開示及び情報の提供 

３ 公文書及び資料類の収集、整理及び保存 

４ 歴史的文化的価値のある公文書及び資料類の利用 

５ 歴史的文化的価値のある公文書及び資料類の調査、

研究及び普及活動 

６ 市史に関すること 
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○人事部 

人事部 事    業 現    況 

人事課 １ 人事制度及び雇用制度の調査及び企画 

２ 職員の選考 

３ 職員の任免、昇給、昇格、分限、懲戒、服務、賞罰

その他身分 

４ 職員の配置及び人事評価 

５ 人事記録の管理及び人事統計資料 

６ 非常勤嘱託職員及び附属機関等委員の任免 

７ 臨時的任用職員 

８ 職員の退職管理 

９ 人事委員会との連絡調整 

10 人事制度改革の推進 

11 退職職員の再就職候補者選考委員会 

12 部内他の課の主管に属しないこと 

労務課 １ 職員団体等との交渉等 

２ 職員の給与、勤務時間、旅費その他の勤務条件の整 

 備 

３ 職員の給与の支給 

４ 職員の被服貸与 

５ 特別職報酬等審議会 

職員厚生課 １ 職員の福利厚生 

２ 職員の安全管理、衛生管理及び公務災害補償 

３ 職員の心身の健康管理 

４ 公務災害補償等認定委員会及び公務災害補償等審査 

 会 

５ 地方公務員災害補償基金 

共済課 １ 川崎市職員共済組合 

２ 退職年金及び退隠料 

長期給付、短期給付、健診事業等 
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○行政改革マネジメント推進室 

行政改革マネジメント推進室  事    業 現    況 

行政改革マ

ネジメント

推進室 

１ 行財政改革の推進に係る総合調整及び進行管理 

２ 行政組織 

３ 職員定数 

４ 職務権限 

５ 出資法人等の設置、運営等に係る総合調整 

６ 働き方・仕事の進め方改革の推進に係る総合調整 

７ 事務改善（情報管理部に属するものを除く。）の調

査研究、企画及び調整 

８ 附属機関等の設置に係る調整 

９ 非常勤嘱託職員等の職の設置 

10 人材育成及び能力開発 

11 職員の意識改革 

12 研修の企画及び実施 

13 職場研修の指導 

14 行財政改革推進委員会 

15 監査委員との連絡調整 

行財政改革の着実な推進に向けた

総合調整及び進行管理、行政組織

及び職員定数の管理、出資法人等

の総合調整、働き方・仕事の進め

方改革の推進に向けた総合調整、

人材育成の推進などに係る事務 

○内部監察担当 

内部監察担当 事    業 現    況 

内部監察担当 １ 服務規律確保に向けての指導及び支援並びに監察

指導 

２ 行政不服審査法に基づく審査庁 

○危機管理室 

危機管理室 事    業 現    況 

危機管理室 １ 危機に係る調査、計画及び調整 

２ 防災会議 

３ 地域防災計画 

４ 災害対策本部 

５ 国民保護協議会 

６ 国民の保護に関する計画 

７ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部 

８ 防災行政無線等 

９ 危機に係る訓練及び意識の啓発 

10 国土強靭化に関する計画 

地域防災計画、自主防災組織への指

導・助成、市民への防災啓発、防災

訓練の実施、危機事象への対処、国

民保護に係る計画等 
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○東京事務所 

東京事務所 事    業 現    況 

東京事務所 １ 国会、各省庁その他関係機関との連絡調整 

２ 市政に関連ある情報及び資料の収集、発信 

３ その他特命事項 

○総務企画局所管福利厚生団体 

職員厚生会

事務局 

１ 職員の福利厚生事業 生活資金等の貸付、給付事業、保

険事業、食堂事業及び厚生施設事

業等の実施 

○総務企画局所管出資法人 

かわさき市

民放送株式

会社 

【法人の概要】 

設立年月日 平成８年３月８日 

所 在 地 川崎市中原区小杉町１丁目４０３番地  

武蔵小杉タワープレイス 

１ 放送法に基づく超短波放送事

業 

２ 放送番組の制作及び販売 

３ 出版及び録音業務 

４ 音盤の製作及び販売 

５ 映画会、音楽会、講演会等の

企画と実施 

６ 放送に関する人材の育成のた

めの教育事業 

７ 防災関連用品の企画、販売 
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